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Ｖ-2-2-17 非常用ガス処理系配管支持架構の 

耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本添付書類は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき，非常用ガス処

理系配管支持架構の地震時の構造強度及び機能維持の確認について説明するものであり，

その評価は，地震応答解析による評価及び応力解析による評価により行う。 

非常用ガス処理系配管支持架構は，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設の

間接支持構造物」に，重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」に分類される。以下，それぞれの分類に

応じた耐震評価を示す。  
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2. 基本方針 

 2.1 位置 

非常用ガス処理系配管支持架構の設置位置を図 2-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 非常用ガス処理系配管支持架構の設置位置 
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 2.2 構造概要 

非常用ガス処理系配管支持架構は，非常用ガス処理系配管を原子炉建屋から主排気

筒へ導くための架構であり，平面が南北方向 4.8m，東西方向 14.9m，地上高さ 12.8m

の鉄骨造の架構である。 

非常用ガス処理系配管支持架構の基礎は，平面が南北方向 9.6m，東西方向 9.6m，厚

さ 2.5m で，鋼管杭を介して，砂質泥岩である久米層に岩着している。また，基礎スラ

ブ外縁で囲まれた直下については，久米層まで地盤改良を実施する。 

非常用ガス処理系配管支持架構概要図，基礎概要図及び軸組図を図 2-2 図 2-4 に

示す。 

 

以下に，構造概要を示す。 

 

構造概要 

・構造形式 ブレース付のラーメン構造 

・基礎 鉄筋コンクリート造 
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（ 1）EL.20.8m 

 

 

（2）EL.14.2m 

図 2-2 非常用ガス処理系配管支持架構概要図（単位：mm） 
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（ 1）EL.7.7m 

 

 

（2）EL.5.2m 

図 2-3 非常用ガス処理系配管支持架構基礎概要図（単位：mm） 
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（ 1）ＮＳ方向 

 

（2）ＥＷ方向 

図 2-4 非常用ガス処理系配管支持架構軸組図（単位：mm）
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 2.3 評価方針 

非常用ガス処理系配管支持架構は，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設

の間接支持構造物」に，重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故等防

止設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」に分類される。 

非常用ガス処理系配管支持架構の設計基準対象施設としての評価においては，基準

地震動Ｓｓによる地震力に対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を

行うこととし，この評価は添付書類「Ⅴ-2-2-16 非常用ガス処理系配管支持架構の地

震応答計算書」の結果を踏まえたものとする。非常用ガス処理系配管支持架構の評価

は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき，応力解析による評価にお

いては，最大部材応力に対して各部材断面を材料強度より算出した弾性限耐力による

評価を行うことで，非常用ガス処理系配管支持架構の地震時の構造強度及び機能維持

の確認を行う。評価に当たっては，地盤物性のばらつきを考慮する。 

また，重大事故等対処施設としての評価においては，Ｓｓ地震時に対する評価を行

う。ここで，非常用ガス処理系配管支持架構では，運転時，設計基準事故時及び重大

事故時の状態における圧力，温度等の条件について有意な差異がないことから，重大

事故等対処施設としての評価は，設計基準対象施設としての評価と同一となる。 

図 2-5 に非常用ガス処理系配管支持架構の評価フローを示す。 

 

 

図 2-5 非常用ガス処理系配管支持架構の評価フロー 
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 2.4 適用規格・基準等 

非常用ガス処理系配管支持架構の評価において，適用する規格・基準等を以下に示

す。 

 

（1） 建築基準法・同施行令 

（2） 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005）  

（3） 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－（（社）

日本建築学会，1999）  

（4） 原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築

学会，2005）  

（5） 建築基礎構造設計指針（（社）日本建築学会，2001）  

（6） 日本工業規格（ＪＩＳ） 
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3. 応力解析による評価方法 

 3.1 評価対象部位及び評価方針 

非常用ガス処理系配管支持架構の評価対象部位は，上部構造の柱，梁，水平及び鉛

直ブレース及び柱脚と，基礎の基礎スラブ及び杭とし，Ｓｓ地震時に対して以下の方

針に基づき評価を行う。 

Ｓｓ地震時に対して以下の方針に基づき評価を行う。評価フローを図 3-1 に示す。 

Ｓｓ地震時に対する評価は，添付書類「Ⅴ-2-2-16 非常用ガス処理系配管支持架構

の地震応答計算書」で示した地震応答解析結果及び図 3-2 に示す 3 次元フレームモデ

ルを用いた弾性応力解析によることとし，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，

発生する応力が，弾性限界範囲内であることを確認する。非常用ガス処理系配管支持

架構の部材リストを，表 3-1 に示す。 

弾性応力解析については，解析コード「ＫＡＮＳＡＳ２」を使用する。解析コード

の検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-27 計算機プログラム（解

析コード）の概要・ＫＡＮＳＡＳ２」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 応力解析による評価フロー  

添付書類「Ⅴ-2-2-16 
非常用ガス処理系配管支持架構の地震応答計算書」

評価開始 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

解析モデル及び諸元の設定 

各荷重時の応力解析 

断面力の組合せ 

断面の評価 

評価終了 
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図 3-2 非常用ガス処理系配管支持架構の応力解析モデル

X(EW方向)
Y(NS方向)

Z(鉛直方向)



 

11 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-2
-
1
7 
R
0 

 

表 3-1 非常用ガス処理系配管支持架構の部材リスト 

部位 符号 鉄骨部材 

柱 2Ｃ1，1Ｃ1 BH-550×550×22×32

梁 

ＲＧ1 BH-1600×500×19×28

ＲＢ1 BH-1600×400×19×28

2Ｇ1，2Ｂ1 BH-1000×400×16×28

ｂ1 BH-700×400×12×19

鉛直ブレース
2Ｖｘ，2Ｖｙ1，1Ｖｙ1 H-300×300×10×15 

2Ｖｙ2，1Ｖｙ2 BH-300×300×12×19

水平ブレース ＶＨ H-300×300×10×15 
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 3.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定し

ている荷重及び荷重の組合せを用いる。 

 

   3.2.1 荷重 

（1） 固定荷重 

自重の他に，歩廊等の付属設備の重量を考慮する。 

 

（2） 積載荷重 

非常用ガス処理系配管支持架構には積載物はない。また，非常用ガス処理系配

管支持架構上部に作業員が常駐することもない。 

よって地震荷重との組み合わせには積載荷重は考慮しない。 

 

（3） 積雪荷重 

非常用ガス処理系配管支持架構付帯の歩廊及び最上部の鉄骨上に，雪が積ると

し，積雪荷重を考慮する。 

 

（4） 風荷重 

以下に示す荷重を風荷重としてＮＳ方向及びＥＷ方向それぞれに対して考慮す

る。 

 

平 12 建告第 1454 号第三号イに規定される算出法に基づいた風方向荷重 

建築基準法施行令第 87 条に規定される算出法に基づいた暴風によって，構造耐

力上主要な部位に損傷を生じないことを確認する。 
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これより，非常用ガス処理系配管支持架構に作用する風方向荷重は，次式によ

って算定する。 

ＷＤ1＝ｑ1・Ｃｆ・Ａ（N） 

ここで， 

ＷＤ1 ： 地表面からの高さＺにおける風方向荷重（N） 

ｑ1 ： 速度圧（ｑ1＝0.6・Ｅ・Ｖ0
2）（N/m2） 

Ｅ ： 速度圧の高さ方向の分布を示す係数（Ｅ＝Ｅｒ
2・Ｇｆ） 

Ｅｒ ： 平均風速の高さ方向の分布を表す係数 

（ Ｈ＞Ｚｂより Ｅｒ＝1.7（Ｈ／ＺＧ）α） 

Ｈ ： 構造物の基準高さ（ Ｈ＝12.8m ） 

Ｚｂ,ＺＧ,α ： 風速の鉛直分布を定めるパラメータ（表 3-2） 

 

表 3-2 地表面粗度区分に応じて設定される数値 

地表面粗度区分 Ⅱ 

Ｚｂ(m) 5 

ＺＧ(m) 350 

α 0.15 

 

Ｇｆ ：ガスト影響係数（Ｇｆ＝1.0） 

Ｖ0 ：基準風速 （Ｖ0＝30m/s：茨城県東海村） 

Ｃｆ ：風力係数（表 3-3）（図 3-3） 

 上部構造（ラチス構造物の風力係数Ｃｆ） 

Ｚ ：当 部分の地盤面からの高さ（m） 

Ａ ：地表面からの高さＺにおける風向に垂直な面に投影した 

 建築物の面積（見付面積）（m2） 
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表 3-3 ラチス構造物の風力係数Ｃｆ 

φ

種類 

(1) (2) (3) 

0.1 以下 0.1 を超え 0.6 未満 0.6 

形鋼 (b) 3.6ｋｚ 

(1)と(3)とに掲げる数

値を直線的に補間した

数値 

2.0ｋｚ 

ここで，φ：充実率 

（風を受ける部分の最外縁に囲まれる面積に対する見付面積の割合） 

 

 

 

注１：上図はラチスばり及びラチス柱の断面を表す。 

注２：風圧作用面積としては，  の作用する方向から見たラチス構面の見付面

積とする。 

 

図 3-3 ラチス構造物 

 

 

  

(b) 
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（5） 地震荷重 

以下に示す荷重を地震荷重としてＮＳ方向，ＥＷ方向及び鉛直方向それぞれに

対して考慮する。 

なお，水平地震荷重は，添付書類「Ⅴ-2-2-16 非常用ガス処理系配管支持架構

の地震応答計算書」にて示した地震応答解析モデルを用いたＳｓ地震動による時

刻歴地震応答解析結果（最大応答せん断力，最大応答曲げモーメント及び最大応

答軸力）より設定した値による。鉛直地震荷重は，Ｓｓ地震動による時刻歴地震

応答解析結果の最大応答加速度より設定した値による。 
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   3.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せは以下の表 3-4 による。 

風荷重の作用する方向は設置状況を考慮し，ＮＳ方向及びＥＷ方向とし，応力

解析モデルに静的荷重として与える。また，鉛直方向地震荷重は，応力解析モデ

ルに静的荷重として与える。 

 

表 3-4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 評価 

Ｓｓ地震時 

Ｇ+Ｓ+ＫＮＳ±0.4ＫＶ+ＷＮＳ 

機能維持

検討 

Ｇ+Ｓ+0.4ＫＮＳ±ＫＶ+ＷＮＳ 

Ｇ+Ｓ+ＫＥＷ±0.4ＫＶ+ＷＥＷ 

Ｇ+Ｓ+0.4ＫＥＷ±ＫＶ+ＷＥＷ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｓ ：積雪荷重 

ＫＮＳ ：ＮＳ方向地震荷重 

ＫＥＷ ：ＥＷ方向地震荷重 

ＫＶ ：鉛直方向地震荷重 

ＷＮＳ ：ＮＳ方向の風荷重 

ＷＥＷ ：ＥＷ方向の風荷重 
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 3.3 許容限界 

許容限界は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき，表 3-5 及び表

3-6 のとおり設定する。部材断面の検討に用いる各材料の終局強度を表 3-7，表 3-8，

表 3-9 及び表 3-10 に示す。杭の鉛直支持力及び引抜き抵抗力の許容限界については，

「3.4.3 基礎の断面評価方法」にて示す。 

 

表 3-5 応力解析による評価における許容限界（設計基準対象施設としての評価） 

要求機能 機能設計上の性

能目標 

地震力 部位 機能維持のための

考え方 

許容限界 

（評価基準値）

－ 構造強度を有す

ること 

基準地震

動Ｓｓ 

上部構

造，基礎，

杭 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

終局耐力 

支持機能 機器・配管系等

の設備を支持す

る機能を損なわ

ないこと 

基準地震

動Ｓｓ 

上部構

造， 

基礎，杭 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

終局耐力 

 

表 3-6 応力解析による評価における許容限界（重大事故等対処施設としての評価） 

要求機能 機能設計上の性

能目標 

地震力 部位 機能維持のための

考え方 

許容限界 

（評価基準値）

－ 構造強度を有す

ること 

基準地震

動Ｓｓ 

上部構

造，基礎，

杭 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

終局耐力 

支持機能 機器・配管系等

の設備を支持す

る機能を損なわ

ないこと 

基準地震

動Ｓｓ 

上部構

造， 

基礎，杭 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

終局耐力 
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表 3-7 鋼材の材料強度 

（単位：N/mm2） 

使用材料 基準強度Ｆ 終局強度 

SN490B，SM490B 325 357.5 

注記： 終局強度は基準強度Ｆを 1.1 倍する。 

 

表 3-8 コンクリートの材料強度 

（単位：N/mm2） 

設計基準強度Ｆｃ 
終局強度 

圧縮 せん断 

30 25.5 1.18 

注記： 終局時の圧縮強度は 0.85Ｆｃを示す。 

 

表 3-9 鉄筋の材料強度 

（単位：N/mm2） 

鉄筋の種類 
終局強度 

引張及び圧縮 せん断補強 

SD345 379.5 379.5 

注記： 終局強度は基準強度Ｆを 1.1 倍する。 

 

表 3-10 鋼管杭の材料強度 

（単位：N/mm2） 

使用材料 基準強度Ｆ 終局強度 

SKK490 325 357.5 

注記： 終局強度は基準強度Ｆを 1.1 倍する。 
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 3.4 評価方法 

   3.4.1 応力評価方法 

非常用ガス処理系配管支持架構について，水平方向についてはＳｓ地震力に対

して 3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応答解析の結果により算出された応力を用

いて，固定荷重，積雪荷重及び鉛直方向の地震荷重に対しては弾性応力解析の結

果より算出された応力を用いて断面算定を実施する。 
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   3.4.2 上部構造の断面評価方法 

非常用ガス処理系配管支持架構の上部構造の断面評価に用いる応力は，3 次元

ＦＥＭモデルを用いた地震応答解析及び応力解析により得られた各荷重による断

面力（曲げモーメント，せん断力及び軸力）を組み合わせることにより算定する。 

 

（1） 柱及び梁の断面評価方法 

機能維持検討時の応力に対する断面算定は，政令第 96 条及び平 13 国交告第

1024 号に準拠して行う。 

 

(a) フランジの評価 

2 2

Ｘ Ｙ Ｙ

ｕ　 　Ｘｕ Ｙｕ　 Ｙｕ　

Ｎ Ｍ Ｍ Ｑ

Ｎ Ｍ Ｍ Ｑ
 ≦ 1 

 

ここで， 

Ｎ ：軸力（kN） 

ＭＸ ：強軸まわりの曲げモーメント（kNm） 

ＭＹ ：弱軸まわりの曲げモーメント（kNm） 

ＱＸ ：ウェブのせん断力（kN） 

ＱＹ ：フランジのせん断力（kN） 

Ｎｕ ：終局軸力（kN） 

ＭＸｕ ：強軸まわりの終局曲げモーメント（kNm） 

ＭＹｕ ：弱軸まわりの終局曲げモーメント（kNm） 

ＱＸｕ ：ウェブの終局せん断力（kN） 

ＱＹｕ ：フランジの終局せん断力（kN） 

 

(b) ウェブの評価 

2 2

Ｘ

ｕ　 Ｘｕ　

Ｎ Ｑ

Ｎ Ｑ
 ≦ 1 

ここで， 

Ｎ ：軸力（kN） 

ＱＸ ：ウェブのせん断力（kN） 

Ｎｕ ：終局軸力（kN） 

ＱＸｕ ：ウェブの終局せん断力（kN） 
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（2） 水平及び鉛直ブレースの断面評価方法 

引張力に対しては，部材の最大引張軸力が終局引張軸力以下であることを確認

する。 

ｕ

ｔ

Ｔ　

Ｎ
 ≦ 1 

ここで， 

Ｎｔ ：引張軸力（kN） 

Ｔｕ ：終局引張軸力（kN） 

 

圧縮力に対しては，部材の最大圧縮軸力が終局圧縮軸力以下であることを確認

する。 

ｕ

ｃ

Ｎ

Ｎ
 ≦ 1 

ここで， 

Ｎｃ ：圧縮軸力（kN） 

Ｎｕ ：終局圧縮軸力（kN） 

 

（3） 柱脚の断面評価方法 

柱脚のベースプレートに対して，最大軸方向力による応力が終局強度以下であ

ること及びコンクリートの支圧耐力・引抜耐力以下であることを確認する。柱脚

の形状を図 3-4 に示す。 

支圧耐力及び引抜耐力は，「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」の基礎ス

ラブのパンチングシアに準じて以下の通り評価する。 

ＱＰｕ＝ｂ0・ｊ・ｆｓ 

ここで， 

ｂ0 ：パンチングシアに対する設計用せん断力算定断面の延べ幅 

ｊ ：基礎スラブの応力中心間距離 

ｆｓ ：コンクリートの許容せん断応力度 
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図 3-4 柱脚概略図  
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   3.4.3 基礎の断面評価方法 

非常用ガス処理系配管支持架構の基礎（杭及び基礎スラブ）の断面評価に用い

る応力は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた地震応答解析及び応力解析により得られ

た各荷重による地盤ばね反力（鉛直震度を含む。），部材応力（曲げモーメント，

せん断力及び軸力）及び杭頭に作用する曲げモーメントによる応力を組み合わせ

ることにより算定する。 

 

（1） 杭の評価方法 

(a) 杭の物性値 

杭の評価に当たっては，表 3-11 に示す物性値を考慮する。 

 

表 3-11 杭の物性値 

諸元 鋼管杭 

ヤング係数 
2.05×105 

N/mm2 

比重 7.85 

 

(b) 杭一本に作用する軸力 

水平地震動及び風荷重による転倒モーメントは，剛版仮定の下で，各杭の軸

力として振り分ける。自重及び鉛直地震動による鉛直荷重は，杭の合計本数で

除して，各杭に負担させる。得られた杭の軸力を，終局鉛直支持力及び終局引

抜き抵抗力と照査する。 

杭の鉛直支持力については，添付書類「Ⅴ-2-1-3 地盤の支持性能に係る基

本方針」に記載した「建築基礎構造設計指針」に基づき，極限鉛直支持力Ｒｕ

をもとに，終局鉛直支持力を定める。 

以下に評価式を示す。 

ｕａ ｕＲ ＝Ｒ
 

ｆｐｕ
＋Ｒ＝ＲＲ

 

ｐｐｐ
Ａ＝ｑＲ

 

ｕｐｑ＝６Ｃ  

ｆｃｆｓｆ ＋Ｒ＝ＲＲ
 

ψＬ＝τＲ ｓｓｆｓ

 
ψＬ＝τＲ ｃｃｆｃ

 
ここで， 

Ｒｕａ ：終局鉛直支持力（kN） 

Ｒｕ ：極限鉛直支持力（kN） 
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Ｒｐ ：極限先端支持力（kN） 

Ｒｆ ：極限周面摩擦力（kN） 

ｑｐ ：極限先端支持力度（kN/m2) 

Ｃｕ ：土の非排水せん断強さ（kN/m2)， 

Ａｐ ：杭先端の閉塞断面積（㎡） 

Ｒｆｓ ：砂質土部分の極限周面摩擦力（kN) 

Ｒｆｃ ：粘性土部分の極限周面摩擦力（kN） 

τs ：砂質土の極限周面摩擦力度（kN/m2） 

Ｌｓ ：砂質土部分の長さ（m） 

τｃ ：粘性土の極限周面摩擦力度（kN/m2） 

Ｌｃ ：粘性土部分の長さ（m） 

ψ ：杭の周長（m） 

なお，改良地盤および岩盤は粘性土とする。 

 

引抜き抵抗力については，添付書類「Ⅴ-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本

方針」に記載した「建築基礎構造設計指針」に基づき，最大引抜き抵抗力に対

して，周辺摩擦部の抵抗力を表す部分に係数 1/1.2 を乗じた残留引抜き抵抗力

を終局引抜き抵抗力として定める。以下に終局引抜き抵抗力の評価式を示す。 

＋ＷＲ＝1/1.2Ｒ ｆｕａｔ  

ψＬΣτＬΣτ＝Ｒ ｃｉｃｔｉｓｉｓｔｉｆ  

ここで， 

Ｗ ：杭の自重（kN）（杭は全長が水中にあると仮定し，比重から

1.0 を引いた値で算出） 

ｔＲｕａ ：終局引抜き抵抗力（kN） 

Ｒｆ ：極限周面摩擦力（kN） 

τｓｔｉ ：砂質土のⅰ層における杭引抜き時の最大周面摩擦力度で，

押込み時の極限周面摩擦力度の 2/3 とする（kN/m2） 

Ｌｓｉ ：砂質土のⅰ層における杭の長さ（m） 

τｃｔｉ ：粘性土のⅰ層における杭引抜き時の最大周面摩擦力度で，

押込み時の極限周面摩擦力度と同一とする（kN/m2） 

Ｌｃｉ ：粘性土のⅰ層における杭の長さ（m） 

ψ ：杭の周長（m） 

 

(c) 杭頭に作用する曲げモーメントと負担せん断力 

杭応力の最大値は杭頭に生じているとし，杭断面の検定は杭頭に対して行う。 

水平地盤反力係数ｋＨは，「建築基礎構造設計指針」のｋｈ０（基準水平地盤
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反力係数）を参照し，以下のように算定する。 

-3/4ＢＥ＝＝ｋｋ ０ｈ０Ｈ α  

ｋｈ０ ：基準水平地盤反力係数（kN/m3） 

α ：評価法によって決まる定数（m-1）。α＝80 とする。 

ξ ：群杭の影響を考慮した係数。最小の杭間距離から算定する。 

Ｅ０ ：変形係数(kN/m2)。改良地盤の三軸試験の結果から算定する。 

Ｂ ：無次元化杭径（杭径を cm で表した無次元数値） 

 

杭頭に作用するせん断力Ｈをもとに，杭頭に作用する曲げモーメントＭ０を

下式にて算定する。 

＝Ｈ／2βＭ０
 

4
4EI

Dk
β Ｈ  （杭頭固定を仮定） 

 

(d) 杭断面の評価 

杭断面については，「建築基礎構造設計指針」に基づいて，下式にて終局

限界を評価する。断面検定時には腐食代を考慮する。 

終局限界曲げモーメント ：
ｙ

ｐｕ
2Ｎ

πＮ
cos＝ＭＭ  

終局限界せん断耐力 ： ／2Ａ＝ＦＱ ｅｓｕ  

ここで， 

Ｍｐ：全塑性曲げモーメント 

Ｎｙ：降伏圧縮限界耐力 

Ｆｓ：鋼材のせん断強度 

Ａｅ：有効せん断断面積 
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（2） 基礎スラブの断面評価方法 

基礎スラブは，鋼管杭位置でピン支持される単位幅の梁（Ｂ＝2.4m）にモデル

化し応力評価を行う。評価部位を図 3-5 に示す。 

 

図 3-5 基礎スラブの評価部位 

 

（a) 基礎スラブに作用する応力の評価 

基礎スラブに作用する応力は，基礎自重等，上部構造の鉛直軸力及び柱脚曲

げモーメント及び杭頭拘束モーメントによる応力を，安全側に絶対値の和で組

合せて算定する。 

 

イ．基礎自重等による応力（図 3-6） 

・端部（片持ち梁） 

ＭＸ1＝ＭＹ1＝
2

Ｗ
2
1 (1+α) (kNm)，ＱＸ1＝ＱＹ1＝ 1Ｗ (1+α) (kN) 

・中央部（外端ピン，内端固定） 

ＭＸ2＝ＭＹ2＝
8

Ｗ
2

2 (1+α) (kNm)，ＱＸ1＝ＱＹ1＝
2

Ｗ 2 (1+α) (kN) 

ここで， 

Ｗ：基礎自重等 

  鉄筋コンクリート：24 kN/m3，厚さ 2.5 m 

  アスファルト  ：20 kN/m3，厚さ 0.4 m 

 1 :1.2 m 

 2 :2.4 m 
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α：鉛直地盤ばねから算定した基礎評価用の鉛直震度 0.66 

 

 

図 3-6 基礎自重等の荷重図 

 

ロ．上部構造の鉛直軸力による応力 

上部構造の柱及び鉛直ブレースの鉛直方向の最大軸力はＹ方向の梁で

負担するものとし，2.4 m の単純梁の中央に作用するものとする。 

ＭＹ＝
4

ΣＮ・
 (kNm) 

ＱＹ＝
2

ΣＮ
 (kN) 

ここで， 

ΣＮ：Ｎｃ+Ｎｂ×
22 2.46.5

6.5
 (kN) 

Ｎｃ ：柱の最大軸力 (kN) 

Ｎｂ ：鉛直ブレースの最大軸力 (kN) 

 

ハ．上部構造の柱脚の曲げモーメントによる応力 

上部構造の柱脚曲げモーメントは，Ｘ方向，Ｙ方向それぞれの方向の梁

で負担するものとし，安全側にＸ方向加振時の応力状態とする（図 3-7）。 

ＱＸ＝ ＸＭ
 (kN) 

ＱＹ＝ ＹＭ
 (kN) 

ここで，  

ＭＸ，ＭＹ：柱脚曲げモーメント (kNm) 

 

図 3-7 柱脚の曲げモーメントの評価方法 
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二．杭頭拘束モーメントによる応力 

杭頭拘束モーメントは，Ｘ方向，Ｙ方向それぞれの方向の梁で負担する

ものとする（図 3-8）。 

ＱＸ＝ ＸＭ1.5
 (kN) 

ＱＹ＝ YＭ1.5
 (kN)  

ここで，  

ＭＸ，ＭＹ：杭頭拘束モーメント (kNm) 

 

 

図 3-8 杭頭拘束モーメントの評価方法 

 

（b) 曲げモーメント及びせん断力に対する評価 

ｕＭ　

Ｍ
 ≦ 1  

ここで， 

Ｍ ：曲げモーメント（kNm） 

Ｍｕ ：曲げモーメントの許容限界値 0.9ｄｆａ ｔｔ （kNm） 

ａｔ ：鉄筋断面積 

ｆｔ ：鉄筋の終局強度 

ｄ ：基礎の有効せい 

 

ｕＱ　

Ｑ
 ≦ 1 

ここで， 

Ｑ ：せん断力（kN） 

Ｑｕ ：せん断力許容限界値 ｂ・ｊ・ｆｓ（kN） 

ｂ ：梁幅 

ｊ ：応力中心間距離，ｊ＝7/8ｄ 

ｄ ：基礎の有効せい 

ｆｓ :コンクリートの許容せん断応力度  
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4. 評価結果 

 4.1 上部構造の断面評価結果 

(1) 柱・梁の評価結果 

検討代表部位は，柱及び梁の全部材において許容値に対する発生応力の比が最大

になる部材とし，当該部材を図 4-1 に示す。 

評価結果を表 4-1 に示す。発生応力が許容値以下であることを確認した。 

X(EW方向)
Y(NS方向)

Z(鉛直方向)

RG1

2C1

1C1

2G1

2B1

RB1

b1

 

図 4-1 柱及び梁の断面の検討代表部位 
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表 4-1（1） 柱及び梁の断面評価結果 

部材 
符号 2Ｃ1 

断面 BH-550×550×22×32 

許容値 
Ｎｕ（kN）

ＭＸｕ

（kNm） 

ＭＹｕ

（kNm） 
ＱＸｕ（kN） ＱＹｕ（kN）

15222 3073 1153 2206 7265 

発生応力 
Ｎ（kN） ＭＸ（kNm） ＭＹ（kNm） ＱＸ（kN） ＱＹ（kN）

541.7 136.7 80.5 28.0 27.0 

断面評価 
フランジ 0.150 

ウェブ 0.038 

判定 可 

 

部材 
符号 1Ｃ1 

断面 BH-550×550×22×32 

許容値 
Ｎｕ（kN）

ＭＸｕ

（kNm） 

ＭＹｕ

（kNm） 
ＱＸｕ（kN） ＱＹｕ（kN）

14896 3073 1153 2206 7265 

発生応力 
Ｎ（kN） ＭＸ（kNm） ＭＹ（kNm） ＱＸ（kN） ＱＹ（kN）

1125.7 1147.1 55.1 327.4 16.8 

断面評価 
フランジ 0.497 

ウェブ 0.167 

判定 可 

 

部材 
符号 ＲＧ1 

断面 BH-1600×500×19×28 

許容値 
Ｎｕ（kN）

ＭＸｕ

（kNm） 

ＭＹｕ

（kNm） 
ＱＸｕ（kN） ＱＹｕ（kN）

18691 7268 834 6054 5779 

発生応力 
Ｎ（kN） ＭＸ（kNm） ＭＹ（kNm） ＱＸ（kN） ＱＹ（kN）

251.4 1077.6 23.7 253.9 9.2 

断面評価 
フランジ 0.191 

ウェブ 0.045 

判定 可 

 

部材 
符号 ＲＢ1 

断面 BH-1600×400×19×28 

許容値 
Ｎｕ（kN）

ＭＸｕ

（kNm） 

ＭＹｕ

（kNm） 
ＱＸｕ（kN） ＱＹｕ（kN）

15386 5529 533 6054 4623 

発生応力 
Ｎ（kN） ＭＸ（kNm） ＭＹ（kNm） ＱＸ（kN） ＱＹ（kN）

69.1 98.6 5.9 52.3 4.5 

断面評価 
フランジ 0.034 

ウェブ 0.010 

判定 可 
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表 4-1（2） 柱及び梁の断面評価結果 

部材 
符号 2Ｇ1 

断面 BH-1000×400×16×28 

許容値 
Ｎｕ（kN）

ＭＸｕ

（kNm） 

ＭＹｕ

（kNm） 
ＱＸｕ（kN） ＱＹｕ（kN）

9706 3014 533 3117 4623 

発生応力 
Ｎ（kN） ＭＸ（kNm） ＭＹ（kNm） ＱＸ（kN） ＱＹ（kN）

20.4 882.3 18.1 257.8 5.5 

断面評価 
フランジ 0.329 

ウェブ 0.083 

判定 可 

 

部材 
符号 2Ｂ1 

断面 BH-1000×400×16×28 

許容値 
Ｎｕ（kN）

ＭＸｕ

（kNm） 

ＭＹｕ

（kNm） 
ＱＸｕ（kN） ＱＹｕ（kN）

11742 3442 533 3117 4623 

発生応力 
Ｎ（kN） ＭＸ（kNm） ＭＹ（kNm） ＱＸ（kN） ＱＹ（kN）

243.3 186.9 26.3 101.4 13.8 

断面評価 
フランジ 0.125 

ウェブ 0.039 

判定 可 

 

部材 
符号 ｂ1 

断面 BH-700×400×12×19 

許容値 
Ｎｕ（kN）

ＭＸｕ

（kNm） 

ＭＹｕ

（kNm） 
ＱＸｕ（kN） ＱＹｕ（kN）

8007 1800 362 1639 3137 

発生応力 
Ｎ（kN） ＭＸ（kNm） ＭＹ（kNm） ＱＸ（kN） ＱＹ（kN）

47.7 131.1 10.8 95.0 7.1 

断面評価 
フランジ 0.109 

ウェブ 0.059 

判定 可 
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(2) 鉛直及び水平ブレースの評価結果 

検討代表部位は，鉛直及び水平ブレースの全部材において許容値に対する発生

応力の比が最大になる部材とし，当該部材を図 4-2 に示す。 

評価結果を表 4-2 に示す。発生応力が許容値以下であることを確認した。 

X(EW方向)
Y(NS方向)

Z(鉛直方向)

2Vx

1Vy1

1Vy2

2Vy1

VH

2Vy2

 

図 4-2 鉛直及び水平ブレースの断面の検討代表部位 
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表 4-2 鉛直及び水平ブレースの断面の検討代表部位 

部材 
符号 2Ｖｘ 

断面 H-300×300×10×15 

許容値Ｎｕ（kN） 2123 

発生応力Ｎ（kN） 471.0 

断面評価 ｕＮ/Ｎ  0.222 

判定 可 

 

部材 
符号 2Ｖｙ1 

断面 H-300×300×10×15 

許容値Ｎｕ（kN） 2290 

発生応力Ｎ（kN） 466.5 

断面評価 ｕＮ/Ｎ  0.204 

判定 可 

 

部材 
符号 1Ｖｙ1 

断面 H-300×300×10×15 

許容値Ｎｕ（kN） 2084 

発生応力Ｎ（kN） 745.9 

断面評価 ｕＮ/Ｎ  0.358 

判定 可 

 

部材 
符号 2Ｖｙ2 

断面 BH-300×300×12×19 

許容値Ｎｕ（kN） 2934 

発生応力Ｎ（kN） 584.6 

断面評価 ｕＮ/Ｎ  0.200 

判定 可 

 

部材 
符号 1Ｖｙ2 

断面 BH-300×300×12×19 

許容値Ｎｕ（kN） 2673 

発生応力Ｎ（kN） 796.2 

断面評価 ｕＮ/Ｎ  0.298 

判定 可 

 

部材 
符号 ＶＨ 

断面 H-300×300×10×15 

許容値Ｎｕ（kN） 2574 

発生応力Ｎ（kN） 195.0 

断面評価 ｕＮ/Ｎ  0.076 

判定 可 
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（1） 柱脚の評価結果 

(a) 設計荷重 

機能維持検討時に発生する部材力の各成分の最大値を用いて検討を行う。 

設計荷重は，以下に示す荷重により，柱脚の検討を行う。 

 

柱脚の軸力   ：Ｎｃ＝Ｎｔ＝1193.8 kN 

柱と取り合うブレースの軸力 ：Ｎｂ＝796.2 kN 

  

(b) ベースプレート 

ベースプレート検討用の軸力は，柱脚の軸力と柱と取り合うブレース軸力

の鉛直成分より求める。 

ΣＮ＝Ｎｃ+Ｎｂ×
22 2.46.5

6.5
＝1193.8+796.2×

22 2.46.5

6.5
＝1940.7 kN 

圧縮応力度：σｃ＝ΣＮ／Ａ＝
800800

101940.7 3

＝3.0 N/mm2 

外周の曲げモーメント：Ｍ＝
2

1453.0 2

＝31538 Nmm/mm 

内部の曲げモーメント：Ｍ＝
12

2553.0 2

＝16256 Nmm/mm 

ここで， 

Ｚ＝
6

401 2

＝266.7 mm3/mm 

ｍａｘσｔ＝
266.7

31538
＝118.3 ＜ 357.5 N/mm2  可 

 

外周のせん断力：Ｑ＝3.0×145＝435 N/mm 

内部のせん断力：Ｑ＝3.0×255/2＝383 N/mm 

τｍａｘ＝Ｑ/Ａ＝435/40＝10.9 ＜ 206.4 N/mm2  可 
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(c) 支圧耐力・引抜耐力 

表 4-3 に支圧耐力及び引抜耐力の評価結果を示す。 

 

表 4-3 支圧耐力及び引抜耐力の評価結果 

 支圧耐力 引抜耐力 

ベースプレート寸法(mm) 800×800 

ｄ(mm) 2500-1200-250＝1050 1200-250＝950 

ｊ(mm) 919 831 

ｂ0(mm) 4×800+1050π＝6499 4×800+950π＝6185

ｆｓ(N/mm2) 1.18 1.18 

許容値 ＱＰｕ（ｋN） 7047 6064 

発生応力 Ｎ（kN） 1940.7 1940.7 

応力/許容値 0.276 0.321 

判定 可 可 
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 4.2 基礎の断面評価結果 

（1） 杭の評価結果 

上部荷重によって生じる杭応力と，許容限界値とを比較した結果を表 4-4 に示

す。 

評価結果に示すとおり，Ｓｓ地震時には許容限界値を超えず，支持機能が維持

されることを確認した。 

表 4-4 杭の評価結果 

 許容限界値 Ｓｓ地震時 応力/許容限界値 判定

鉛直支持力（kN） 
打込み杭 7908 

1229.6 
0.156 可 

埋込み杭 8162 0.151 可 

引抜き抵抗力（kN）
打込み杭 4359 

258.8 
0.060 可 

埋込み杭 4570 0.057 可 

杭頭曲げモーメント（kNm） 3123 258.1 0.083 可 

杭頭せん断力（kN） 3607 344.8 0.096 可 

 

 

（2） 基礎スラブの評価結果 

検討応力と許容限界値を比較した結果を表 4-5 に示す。 

評価結果に示すとおり，Ｓｓ地震時には許容限界値を超えず，支持機能が維持

されることを確認した。 

表 4-5 基礎スラブの評価結果 

 Ｓｓ地震時 

Ⅹ方向 Ｙ方向 

ＭＸ（kNm） ＱＸ（kN） ＭＹ（kNm） ＱＹ（kN） 

基礎自重による応力

鉛直軸力による応力

柱脚曲げによる応力

杭頭曲げによる応力

195.1 

― 

1147.1 

407.6 

325.0 

― 

478.0 

254.8 

195.1 

1164.4 

133.7 

407.6 

325.0 

970.4 

55.7 

254.8 

組合せ応力 1749.8 1057.8 1900.8 1605.9 

許容限界値 7898 5550 7898 5550 

応力/許容限界値 0.222 0.191 0.241 0.290 

判定 可 可 可 可 

 


